
国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

日経平均株価 18,918 -2.8% -3.4% -1.0%
東証株価指数（TOPIX） 1,514 -2.2 -2.5 -0.2
東証REIT指数 1,827 -1.0 -1.4 -1.5
米ダウ平均株価 20,071 -0.1 0.6 1.6
米S&P500指数 2,297 0.1 1.2 2.6
米MSCI REIT指数 1,150 0.6 -1.6 0.3
MSCI ワールド（先進国） 1,805 0.1 1.8 3.1
MSCI AC欧州 412 0.1 2.6 3.0
MSCI エマージング 918 0.3 5.4 6.6
MSCI ACアジア（日本を除く） 548 0.1 5.7 6.7
外国為替市場（対円）

通貨 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米ドル 112.61 -2.2% -4.0% -3.7%
ユーロ 121.44 -1.4 -1.3 -1.2
豪ドル 86.50 -0.5 1.3 2.7
ニュージーランド・ドル 82.34 -1.5 0.8 1.7
ブラジル・レアル 36.05 -1.6 -0.9 0.3
メキシコ・ペソ 5.53 0.3 1.1 -2.1
トルコ・リラ 30.37 2.1 -7.5 -9.2
南アフリカ・ランド 8.47 -1.1 -1.6 -0.7
中国人民元 16.37 -2.0 -3.2 -2.6
インドネシア・ルピア (x100) 0.84 -2.0 -3.2 -2.8
国債市場（利回り、%）

国 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

米国10年 2.46 -0.02 0.03 0.02
ドイツ10年 0.41 -0.05 0.14 0.20
日本10年 0.10 0.02 0.04 0.05
ブラジル2年 10.28 -0.15 -0.73 -0.75
メキシコ2年 6.76 0.00 -0.15 -0.03
トルコ2年 11.30 -0.07 0.62 0.67
インドネシア2年 7.05 0.06 -0.35 -0.42
その他

商品 前週末 1週間 1ヵ月間 年初来

金先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 1,218 2.5% 4.6% 5.8%
原油先物（ﾆｭｰﾖｰｸ、期近物） 53 1.2% 1.1% 0.2%
VIXボラティリティ指数 10.0 3.7% -7.4% -21.9%
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日次終値 
200日移動平均 

日経平均株価の推移 
（円、2016年3月1日~2017年2月3日） 

ドル・円相場の推移 
（1ドル=円、2016年3月1日~2017年2月3日） 

米国2年国債・10年国債利回りの推移 
（2016年3月1日~2017年2月3日） 

Q. 先週の主なイベントは？ 
• 1月30-31日   日本:金融政策決定会合、市場予想通り据え置き 
• 1月31日-2月1日 米国: FOMC（連邦公開市場委員会）、据え置き 
• 2月3日  米国: 1月雇用統計、非農業部門雇用者数の前月差、 
  実績+22.7万人、市場予想+18万人、前月+15.7万人 

Q. 先週の日本株式市場の動きは？ 
下落。移民政策など米大統領令による混乱が嫌気され、ドル安円高が進
行したことから、日本株式も歩調を合わせて下落した。 

Q. 今週の主なイベントは？  
• 2月7日 豪州:中銀政策金利理事会、市場予想据え置き 
• 2月8日 インド:金融政策会合、市場予想0.25%利下げ 
• 2月9日 メキシコ: 金融政策会合、市場予想0.50%利上げ 
• 2月10日 日米首脳会談、安全保障や経済政策を議論する見通し 

Q. 米雇用統計の内容と、金利見通しは？ 
米国の雇用は引き続き堅調であり、米金利上昇を警戒したい。 
・1月の米雇用統計は、非農業部門雇用者数の前月差が22.7万人の増加
となり、市場予想の18.0万人を大幅に上回った。平均時給の伸びは鈍化し
たが、堅調な雇用を踏まえれば、先行きは引き続き上昇基調と考えている。 
・経済指標が現状のまま推移すれば、FRB（米連邦準備制度理事会）は今
後、金融引き締めに関する議論の進展を、市場に強く発信する可能性があ
る。今後は2月14日に行われるイエレン議長の議会証言や、3月14～15日
のFOMCに注目が集まろう。また、トランプ大統領の政策が「予算教書」
（大統領による予算要求と歳入見通し）などで具体化すれば、完全雇用下
での景気刺激であることから、市場では更にインフレ懸念が意識されよう。 
・これらを踏まえ、筆者は米金利上昇を警戒している。日欧でもテーパリン
グ（金融緩和の段階的な縮小）がテーマとなっていることから、外部環境も
米金利上昇を後押ししよう。引き続き、債券であれば、高インカム資産（ハ
イ・イールド債券など）が、相対的に有利な局面と見ている。 
米雇用統計：非農業部門雇用者数の前月差（15年～17年1月） 
単位：万人 
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出所： Bloomberg, J.P. Morgan Asset Management 
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